
<参考> 申込資格にあたっての算式

市町村民税の課税標準額（Ⓐ）×６％－市町村民税の調整控除の額（Ⓑ）

○市民税・府民税特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）　　

○市民税・府民税　納税通知書兼税額決定（充当）通知書　　

○市民税・府民税証明書

【収入に関する証明書の見本】 <大阪市の例>

合計額

※注意※

・「調整控除額」は、「税額控除額」欄に表示されます。

ただし、住宅借入金等特別税額控除や寄附金税額

控除等が適用されている場合は、それらを含めた合

計額が表示されます。

・お住まいの地域により、（摘要）欄に（通知書の左下）

に「住宅借入金等特別税額控除額」・「寄附金税額控

除額」、「調整控除額」などが表示されている場合が

あります。

所得金額（円）
( )

所得控除額（円）

○

令和4年度市民税・府民税証明書

（令和3年中の所得証明書）

納
税
義
務
者

住所 大阪市

令和４年１月１日現在
住所（所在地）

同上

氏名 ○○○○

¥8,900
¥12,000

府 民 税 ¥1,300 ¥1,800 ¥3,100

市民税・府民税額（円） 課 税 標 準 額 （ 計 ） ¥135,000

区 分 所 得 割 額 均 等 割 額 税 額 年 税 額

給与支払金額
給与所得

¥2,743,689
¥1,738,000

合　　計
¥1,738,000

以下 余白

市 民 税 ¥5,400 ¥3,500

医 療 費 ¥0 地 震 保 険 料 ¥0 配 偶 者 ・ 扶 養 ¥660,000
雑 損 ¥0 生 命 保 険 料 ¥0 障 が い 者 ¥0

小規模共済等掛金 ¥0 勤 労 学 生 ¥0 基 礎 ¥330,000
社 会 保 険 料 ¥312,275 寡婦・寡夫・特別寡婦 ¥300,000 配 偶 者 特 別 ¥0

調 整 控 除 ¥5,400 ¥1,350 寄 附 金 税 額 控 除 ¥0 ¥0

税額控除額（円）
合　　　　　　　計

区 分 市 民 税 府 民 税 区 分 市 民 税 府 民 税

住宅借入金等特別控除 ¥0 ¥0

2人 3人

配当割額・株式等譲渡所得割額控除 ¥0 ¥0

配 当 控 除 ¥0 ¥0 外 国 税 額 控 除 等 ¥0 ¥0

本
人
該
当

特
別
障
が
い

そ
の
他
障
が
い

寡
婦

特
別
寡
婦

勤
労
学
生

事業専従者

無 0人 0人

年 税 額

専従者数 0人特別障がい者（内同居） その他障がい者 合計（本人除く）

給与額等 ¥0

寡
夫1人 区分

合計
（配偶者除く）

（備考）　空　　白

（参考）指定都市以外の所得割の標準税率に基づいた税額及び税額控除額（※この項目は証明書の提出先において使用する場合があります。）

控除対象
配偶者 扶養

親族

特定
老人

（内同居）
16歳未満 その他

区 分 所 得 割 額 均 等 割 額 税 額

調 整 控 除 ¥4,050 ¥2,700 寄 附 金 税 額 控 除 ¥0 ¥0

区 分 市 民 税 府 民 税 区 分 市 民 税 府 民 税

市 民 税 ¥4,000 ¥3,500 ¥7,500
¥12,000

府 民 税 ¥2,700 ¥1,800 ¥4,500

住宅借入金等特別控除 ¥0 ¥0 配当割額・株式等譲渡所得割額控除 ¥0 ¥0

配 当 控 除 ¥0 ¥0 外 国 税 額 控 除 等 ¥0 ¥0

※注意※
必ず、『課税標準額』、『調整控除額』が表示された
証明書を提出してください。

Ⓐ課税標準額

Ⓑ調整控除額

令和3年度  市民税・府民税  納税通知書兼税額決定（充当）通知書

この通知書で納める税額（普通徴収税額）の各納期の納付額及び納期限

円
円

様 円

――――――――――――――――――――――――― 円

上記の普通徴収税額（差引納付額）は、ご指定の金融機関口座から、各納期限の日に引き落とします。

大阪市　○○○○　市税事務所　
個人市民税担当　

公的年金から差し引く税額（特別徴収税額）の徴収月及び徴収額
差引増減額

円 円 円
円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

本書のとおり各納期限までに納めてください。 上記の特別徴収税額のうち、令和2年10月以降の税額は次の公的年金から徴収します。
令和　　年　　月　　日 大阪市長

令和2年度の税額として公的年金から差し引く税額（仮特別徴収税額）の徴収月及び徴収額
徴収月   税　　　額 あなたが本年度において公的年金からの特別徴収の対象者であり、かつ、

2年　4月 円 令和元年度も引き続き公的年金の支払を受ける場合は、上記の公的年金の

この通知書で納める税額（普通徴収税額）がある場合には、右に記載のとおり各納付期限までに納めてください。 2年　6月 円 支払者が左記の額を特別徴収の方法によって徴収することになりますので、

公的年金から差し引く税額（特別徴収税額）がある場合は、右に記載のとおり各徴収月の公的年金から差し引きます。 2年　8月 円 地方税法第321条の7の8の規定によって通知します。

◎納税通知書兼税額決定（充当）通知書と課税明細書は、あわせて課税（所得）証明書として使用できる場合がありますので、大切にしてください。 ※平成31年2月の税額と同額を徴収することとなります。

◎賦課（課税）の根拠や税率などについては裏面をご覧ください。また、所得金額、所得控除額及び市民税・府民税などの内訳については2枚目、3枚目の課税明細書をご覧ください

円 円 令和3年　6月30日

課税区 台帳番号 区分

円 令和3年　8月31日

 期別 税　　額（⑭） 充　当　額（⑯） 差引納付額（⑭－⑯） 納　期　限
第 1 期

第 3 期 円 円 令和2年11月2日
第 2 期 円

第 4 期 円 円 令和2年  1月31日

#00000000 00-0000-000000-0 #0000 000-00000-00 0

お

問

い

合

わ

せ

先

金 融 機 関 名 支 店 名 預 金 種 別 口座番号 振替方法

元年4月

ＱＲコード電話　（０６）○○○○－○○○○
徴収月   税　　　額 変更前税額

2年6月
2年8月

2年10月

2年12月

公的年金の支払者

公 的 年 金 の 種 類
印

Ⓐ課税標準額

Ⓑ調整控除額

Ⓐ課税標準額

見本Ａ

見本Ｂ

見本Ｃ

別紙②

（摘要）欄

合計額


